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物流の効率化と環境負荷の低減の両立を目指した道路政策を立案することを実現するため、貨

物車交通マネジメントの方法論を確立することを研究目的として、都市物流施策を評価するため

のタイムウィンドウ付き配車配送計画モデル及びマルチエージェントモデルに関する研究開発。 

１．研究の背景・目的（研究開始当初の背景・動機、目標等） 

道路政策において、物流の効率化を考える場合、一般的にはより所要時間が短く、信頼性の高

い道路ネットワークを構築することが基本となる。しかし、交通渋滞が慢性化し、環境問題・交

通事故の問題を抱える大都市においては、既存の道路ネットワークを活用し、物流を効率化する

とともに、環境の改善・省エネルギー・交通安全に資する貨物車交通マネジメントを実施するこ

とが重要な課題となる。荷主・物流事業者にとっては、物流の効率化すなわちコスト削減が目標

となるが、一方、住民にとっては、環境の改善・省エネルギー・交通安全が目標となる。両者の

バランスをとり、物流の効率化と環境負荷の低減の両立を目指した道路政策を立案することが日

本の経済発展にとって重要な課題である。このような背景のもと、本研究においては、物流の効

率化と環境負荷の低減の両立を目指した道路政策を立案するための貨物車交通マネジメントの方

法論を確立することを目的とする。 

 
２．研究内容（研究の方法・項目等） 

大阪府域における物流事業者４社の集配トラック（合計１１５台）の走行履歴を、GPS 付プロ

ーブ装置を用いて１か月間にわたって収集した。これらのデータを用いて主に土地利用との関連

について分析を行うとともに、土地利用を考慮したタイムウィンドウ付き配車配送計画モデルを

開発し、プローブデータとの比較を行った。さらに、荷主、物流事業者、共同配送事業者、行政、

顧客などの都市物流に関連する利害関係者の行動をモデル化したマルチエージェントモデルを開

発し、大阪府の道路ネットワークに適用した。このモデルでは、利害関係者が強化学習を通じて

行動を決定するものとした。共同配送、ＮＯｘ排出量の少ない道路リンクを通過したときにエコ

ポイントを行政が荷主に与えるグリーン物流、パーキングマネジメントなどの複数の都市物流施

策を実施した場合の効果について検証を行った。 
 

３．研究成果（図表・写真等を活用し分かりやすく記述） 

大阪府域において、土地利用を考慮したタイムウィンドウ付き配車配送計画モデルを適用して

計算した結果とプローブデータによる測定値との比較を行った。その結果、土地利用を考慮した

タイムウィンドウ付き配車配送計画モデルの最適経路は、プローブデータの測定値と比べて住居

専用地域を通過する走行時間を削減できることがわかった。したがって、このようなモデルを活

用することによって、コスト削減とともに住居専用地域における環境の改善に貢献できると考え

られる．また、大阪府域において、VRPTW-SF モデルを適用して計算した結果とプローブデータに

よる測定値との比較を行った。その結果、VRPTW-SF モデルの最適経路は、プローブデータの測定

値と比べて病院・学校・老人ホームなどの近くを集配トラックが通過する回数・距離を削減でき

ることがわかった。したがって、このようなモデルを活用することによって、コスト削減ととも

に病院・学校・老人ホームなどの近くにおける環境の改善に貢献できると考えられる。 

複数の利害関係者の行動をモデル化したマルチエージェントモデルを用いて大阪府域を対象と

して複数の都市物流施策の評価を行った。その結果、共同配送とグリーン物流の併用は、経済
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的観点・環境的観点からみてバランスのとれた成果が期待できることがわかった。また、

グリーン物流施策を単独で実施するよりも共同配送と組み合わせて実施するほうが大き

い効果が得られることが示された。すなわち、マルチエージェントモデルを用いることによ

って、コスト削減や環境負荷低減を両立させ、各利害関係者のそれぞれの目的をある程度

満足させるような施策の組み合わせを見つけることができる。 

本研究において提案している貨物車交通マネジメントの方法は、都市部における貨物車交通マ

ネジメントの公民連携の協議会(Freight Quality Partnership：FQP)において活用することがで

きる。このような協議会において、都市物流施策を実施した場合の効果についてマルチエージェ

ントシミュレーションを行って予め把握し、効率性と環境負荷低減を両立させる貨物車交通マネ

ジメントを実施することができる。 
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５．今後の展望（研究成果の活用や発展性、今後の課題等） 
今後、本研究で得られた成果を実際に行政が都市物流施策を実施する場合に適用するために、

配車配送計画モデルにおいて、顧客の需要、配送トラックの動き、貨物の動きなどについて、

これまでよりも格段にデータ数が多いビッグデータが使用できるようになってくるので、より

高速で配車配送計画の最適解を求めることができるようなアルゴリズムを開発することが課題

である。そのためにたとえば並列計算によるメタヒューリスティクスのアルゴリズムの開発が

期待される。また、都市物流施策を評価するためのマルチエージェントモデルにおける各利害

関係者の行動を記述する際に用いる強化学習モデルについて、動的に変化する環境に適切に対

応するために、シミュレーションの各エピソードにおいて、取るべき方策を選択できるような

学習モデルを開発することが課題である。そのためにたとえばAdaptive Dynamic Programmingな
どによるより高度な学習アルゴリズムの開発が期待される。 

 

６．道路政策の質の向上への寄与（研究成果の実務への反映見込み等） 
本研究で得られた研究成果のうち、最も重要なものはマルチエージェントシミュレーションを

用いた貨物車交通マネジメントのシステムである。このシステムを実務に反映させるために最も

ふさわしいのは各利害関係者が一堂に会する公民連携の協議会(Freight Quality Partnership: 

FQP)であり、その協議会において、荷主、物流事業者、行政、住民などがそれぞれ持っている情

報・データを提供して共有することが重要である。そのような情報・データを用いてマルチエー

ジェントシミュレーションを行い、これから実施しようとする貨物車交通マネジメント施策の事

前評価を行い、コスト削減、ＣＯ２・ＮＯｘ・ＳＰＭ排出量削減、渋滞緩和効果などの項目につい

て高い効果が得られる複数の施策の組み合わせを選択することができる。その後、実際に施策を

実施して、その効果を評価し、もし予想外の結果が出れば、またフィードバックをして同じプロ

セスとたどる。このようなＰＤＣＡサイクルのマネジメントを行うことによって、効率的かつ環

境にやさしい都市物流システムを構築することができる。このような方法は、道路の賢い使い方

につながるものであり、道路政策の質の向上に資するものである。また、物流は地域経済の土台

となっているので、地域の社会経済的発展に大きな貢献をすると期待される。 

 
７．ホームページ等（関連ウェブサイト等） 

特になし。  


